
低層住宅地区における用途地域等の見直しについて 

 

１ 前回の都市計画審議会でいただいたご意見について 

いただいた主なご意見 市の考え 

「駅拠点周辺地区」と「農地等

が多い地区」の指標が重複した場

合の考え方について、見直しの目

的を防災性の向上としているので

あれば、農地保全を優先した方が

防災性は保たれると考える。 

都市計画マスタープランの拠点別構想において駅拠点周辺

地区は、拠点にふさわしい住宅地の形成を目指すこととして

いることから、防災性の向上のほか、都市機能の誘導とあわ

せた住環境の向上を目的とし、説明会等でのご意見を踏ま

え、見直しの対象としたいと考えています。 

なお、農地の保全については、みどりと住環境の調和にお

いて重要であることから、用途地域等の見直しだけでなく、

他の施策も含め検討していきます。 

見直しの対象となる地域の立地

や道路状況を考慮し、説明会にお

ける「セットバックは４ｍでは足

りない」旨のご意見を大事にして

ほしい。 

用途地域等の見直しだけでなく、東京都の防災都市づくり

推進計画において指定された防災環境向上地区における取組

など、他の施策も含め検討していきます。 

建蔽率 40％・容積率 80％の地

区に対して準防火地域を指定する

ことも選択肢だと考える。 

建蔽率 40％・容積率 80％を維持する地区は農地や大規模空

地を有するため、敷地内の空地と地区内の農地等による延焼

遮断機能により防災性を担保していきたいと考えています。 

 

２ 都市計画変更素案に関する説明会について 

  都市計画変更素案について、市民の方に周知し、ご意見をいただくことを目的として説明用のパネ

ルを展示する形式で開催しました。市内５箇所で開催し、計 110名の方にご参加いただきました。ま

た、WEBフォームからも２件ご意見をいただきました。 

都市計画変更素案の概要 

① 敷地面積の最低限度を指定 

市内の第一種・第二種低層住居専用地域の全域（建蔽率 30％・容積率 50％の地区を除く）を対

象とする。指定面積は、建蔽率 40％・容積率 80％の地区について 110㎡、建蔽率 50％・容積率

100％の地区（②において建蔽率と容積率を見直す地区を含む）について 100㎡とする。 

② 建蔽率 50％・容積率 100％への見直しにあわせて準防火地域を指定 

建蔽率 40％・容積率 80％の地区を特性に応じて「駅拠点周辺に位置する地区」「防災性の向上を

図る必要のある地区」「農地等が多い地区」「その他の地区」に分類し、そのうち「駅拠点周辺に位

置する地区」「防災性の向上を図る必要のある地区」を対象とする。 

令和７年２月、３月に開催した説明会と同様に、敷地の細分化や住環境の悪化を感じている旨のご

意見や防災的な観点から取組に賛成のご意見を多くいただきました。その他、いち早く指定すべきな

どのスケジュールを気にするご意見をいただきました。概ね肯定的なご意見をいただいたことから、

都市計画変更素案の内容を都市計画変更原案として、今後の手続きを進めたいと考えています。 

資料２ 

裏面あり 



３ 今後の手続きについて 

時 期（予定） 内 容 

令和７年９月 都市計画変更原案に関する市民説明会 

     11月 都市計画審議会（報告） 

     12月 都市計画法第 19条に基づく東京都知事協議 

令和８年１月 都市計画法第 17条に基づく案の公告・縦覧 

  ２月 都市計画審議会（付議） 

３月 都市計画変更・告示 

 

 

 

 


